
1-3

H27 H28 H29 H30 H31

1 20人 38人 200人 400人

2 1回 2回 4回 4回

3

4

1,374

1,795

1,795

職員人件費　（＝人員（人工）×8,081千円）

1,814

1,374

4,697

907

89

2,030

人員（人工）

国道支出金

2,667

0.33

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成27年度】

主管課名（担当名）

事務事業名

１　施策体系

対　象

子育て支援の充実

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

３　事務事業の現状

90

地方債

H27予算

440

施策体系との関連

重点プロジェクト ■該当　　□非該当

各種セミナーを通じて結婚に対する意識の醸成を図ると共に、男女の交流を深める出会いの場の提
供などきっかけづくりを推進する。

少子化対策推進室（少子化対策推進担当）

ウエディングサポート事業 事業番号 12370（12631）

評価時期 事務区分

施策区分

施策目標 地域で子どもを見守り安心して子育てができるまち

その他

事務や事業が対象としている人
や団体など

44072

349

対象者の今後の予想

若年層（20代～40代）の独身男女

増加もしくは横ばい

目標値
（H32）

H27決算 H28予算

421

事業費　（＝下記内訳計）

若年女性の減少や若者流出の抑制、長期的には未婚率の減少、出生数の増加など人口の減少傾
向の緩和に向けた取り組みを推進する。

目標値
（H37）

計画値
（H27）

２　事務事業の概要と目的

■自治
□法定受託

■中間
□事後

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値）

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

47

1,940

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

内

訳

実績値

活動指標名

市が主催する婚活イベント等の延べ
参加人数

婚活イベント等の開催回数（年間）

総事業費　（＝事業費＋職員人件費）

0.17 0.17

一般財源



今後の方向性

成婚などの追跡調査を行っていないことから、直接的な成果の把握は困難であり、また、出会いから
結婚までには、長期的な視点が必要であることから、現段階では、人口減少等に結びつくような成果
は出ていないと考えるが、そのきっかけとなる男女の出会いの機会を創出できている。

受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

他の事業との統合につい
て可能性がありますか

見直し状況

６　事務事業の今後の方向性

□ある　　□一部ある　　■ない

セミナーやイベント開催を主な取り組みとしていることから、飲食などを伴うなどは、相応の負担を求
める必要がある。

エ．

オ．

民間企業等の連携・協力した取り組みにより民間活力を活用するとともに、開催の必要性など民間
における気運の醸成を図り、イベント開催を促進する。

イベントの定期開催など気軽に参加しやすい環境づくりを進め、多くの人交流を深めるような取り組
みを進めることが必要と考える。

■可能　　□一部可能　　□不可能

□ある　　■一部ある　　□ない

イ． 市内で男女の交流を目的としたイベントを開催する民間企業等が見られないため、行政が中心とな
り、事業を推進しているが、都市部などでは民間等が独自でイベントを行っていることから、市以外
が取り組むことは可能である。

結婚や交際を望む人を対象に行っている事業であることから、他の事業との統合は難しいと考える。

■ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　□既に負担がある

□ある　　■一部ある　　□ない

単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

■検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など

ウ．

意図する成果に有効に結
びついていますか

今後の動向・市民ニーズなど

５　事務事業の評価

市内の独身男女と幅広い範囲でも交流を目的としているが、年齢やターゲットを絞った形での開催
や、市外から人を呼び込むための事業展開を検討する必要がある。

市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

ア．

過去のイベントや、平成27年に実施した市民意識調査においては、男女の交流を深めるようなイベ
ントの開催を望む声があるなど、必要としている市民が多いと考える。
このため、参加しやすい環境づくりを推進するとともに、人口減少の主な要因となる若年女性の減少
を抑制するため都市部から女性を呼び込みよう事業を検討する。

作成年月 平成28年8月

□現状のまま継続
■見直しのうえで継続　（■拡充　　■手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

カ．

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）



1-3

H27 H28 H29 H30 H31

1 0ヶ所 3ヶ所 3ヶ所 5ヶ所

2 8ヶ所 8ヶ所 10ヶ所 12ヶ所

3

4

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 109 109

職員人件費　（＝人員（人工）×8,081千円） 646 646 646

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 873 876 2,259

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） － 292

一般財源 227 0 1,613

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

内

訳

国道支出金

その他 230

地方債

マタニティーマーク設置箇所

ベビーシート等設置施設（公共施設）

事業費　（＝下記内訳計）

H27予算 H27決算 H28予算

227 230 1,613

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

公共施設におけるマタニティー専用駐車場や、ベビーシートの整備など妊産婦から子育て世帯にや
さしい環境づくりを推進するとともに、民間等における整備促進に取り組む。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

安心して子どもを生み育てることができるまちづくりを実現する。

３　事務事業の現状

活動指標名
計画値
（H27）

実績値
目標値
（H32）

目標値
（H37）

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 子育て支援の充実

施策目標 地域で子どもを見守り安心して子育てができるまち

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

妊産婦及び子育て世帯など

対象者の今後の予想 横ばいもしくは減少

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成27年度】

主管課名（担当名） 少子化対策推進室（少子化対策推進担当）

事務事業名 子育て環境整備事業 事業番号 12558（12632）

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託



６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
■見直しのうえで継続　（□拡充　　■手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　■統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月 平成28年8月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

施設の新築及び改修時に行うなど、他の事業へ統合することは可能である。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

施設管理者が利用者の視点に立った環境整備を行うものであることから、利用者へ負担を求めるも
のではないと考える。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

公共施設は、利用者誰もが安心して訪れることができる環境づくりが必要であるため、更なる取り組
みが必要と考える。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

今後の動向・市民ニーズなど
市内の公共施設は、老朽化が進むなど、改修が必要となることから、今後、新築・改修される公共施
設には妊産婦や子育て世帯へ配慮した施設整備を進めていくことが必要である。

施設の新築及び改修時に行うことで、コストを抑えることが可能である。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

新しい施設等には、設置されている機能であり、既存施設への整備により、社会全体で子育てを支
えていくといった意識の醸成に寄与するものである。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　■一部可能　　□不可能

公共施設の管理者である市が直接整備するものであるが、民間企業等においても、自らが管理する
施設等の整備を行う必要がある。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 ■検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など
マタニティーマークやベビーシートなどの整備は、施設管理者が検討・設置するものであるため、各
施設を所管する部署との協議を進めるなど、利用者の視点に立った施設環境を整備する必要があ
る。



1-3

H27 H28 H29 H30 H31

1 （未実施） － 6筆 －

2

3

4

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成27年度】

主管課名（担当名） 財政課（財政担当）

事務事業名 市有地分譲事業（子育て世帯） 事業番号 12531

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

子育て世帯

対象者の今後の予想 少子化の進行から、将来的な増加は予想し難い

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 子育て世帯の充実

施策目標 地域で子どもを見守り安心して子育てができるまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

分譲区画数（全6筆）

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

分譲に向けた関係部門との調整及び測量事業等の実施

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

子育て世帯を対象として、市街地の利便性の高い市有地を分譲することにより、少子化対策及び子
育て支援に資するとともに、未利用市有地の有効活用が図られる。

３　事務事業の現状

事業費　（＝下記内訳計）

H27予算 H27決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

H28予算

741 853 8,500

国道支出金

地方債

職員人件費　（＝人員（人工）×8,081千円） 2,667 2,667 4,041

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 3,408 3,520 12,541

一般財源 741

人員（人工） 0.33 0.33 0.50

内

訳 その他 853 8,500

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） － －

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 ■検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など 募集要項を作成し市民周知をはかるとともに、価格設定についても、庁内協議を進める。

今後の動向・市民ニーズなど
保育所や学校、病院、公園など、子育て世帯に重要な施設へのアクセスが便利なことから、応募に
対するニーズは高いものと思われる。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

■ある　　□一部ある　　□ない

整備内容や価格設定についての検討を行う。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

■ある　　□一部ある　　□ない

整備内容の検討にあたり、関係部門との協議を行うことにより、効率的な整備の実施に努める。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

子育て世帯等に対し住環境整備の機会を提供できるため。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

市有地であるため。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
■終期設定あり　（H２９年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月 平成28年8月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

特定された土地の分譲事業であるため。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

市有地公売事業となるため買受代金の支払は発生するが、価格設定に関しては、事業の趣旨に鑑
み、対象者の負担軽減について検討する必要がある。



1-3

H27 H28 H29 H30 H31

1 24,953件 25,028件 27,000件 27,000件

2 57,648千円 57,648千円 61,200千円 61,200千円

3

4

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成27年度】

主管課名（担当名） 保健課（健康推進担当）

事務事業名 児童福祉事業経費 事業番号 76

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

市民

対象者の今後の予想 増加

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 子育て支援の充実

施策目標 地域で子どもを見守り安心して子育てできるまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

医療費助成件数（延べ件数）

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

乳幼児及び児童（こども）に対し、医療給付金を支給。
給付範囲　小学生以下の入院（訪問指定看護を含む）及び入院外の医療費※保険適用外医療費等
を除く。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

疾病の早期発見と早期治療により、こどもの健康を保持し、保護者の経済的な負担軽減を図る。

３　事務事業の現状

医療費助成額

事業費　（＝下記内訳計）

H27予算 H27決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

H28予算

79,620 64,467 68,734

国道支出金 20,996 19,649 20,964

地方債

職員人件費　（＝人員（人工）×8,081千円） 16,162 16,162 16,162

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 95,782 80,629 84,896

一般財源 56,938 40,025 42,242

人員（人工） 2.00 2.00 2.00

内

訳 その他 1,686 4,793 5,528

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 3 3

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 1 1



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　■見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など 平成２８年４月より、医療給付助成対象を中・高校生の入院まで拡大をする

今後の動向・市民ニーズなど 平成２８年４月より、医療給付助成対象を中・高校生の入院まで拡大措置を行う

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

平成２８年４月より、医療給付助成対象を中・高校生の入院まで拡大

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

医療費制度に基づく助成のため

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

疾病の早期発見と早期治療及び保護者の経済的負担の軽減を図っている

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

医療費制度に基づく助成のため

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
■見直しのうえで継続　（■拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月 平成28年8月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

ひとり親、重度等他の医療制度もあるが、各々担当が別になっているたｍ、統合する可能性は今の
ところない。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

３歳未満及び非課税世帯については、初診時一部負担
３歳から就学前については、保険適用２割負担のうち、１割自己負担、残り市負担
小学生については、　保険適用３割のうち、１割を自己負担、残り市負担



1-3

H27 H28 H29 H30 H31

1 7件 10件 7件 7件

2

3

4

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成27年度】

主管課名（担当名） 保健課（健康推進担当）

事務事業名 特定不妊治療費等助成事業 事業番号 12488

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

市民

対象者の今後の予想 横ばい

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 子育て支援の充実

施策目標 地域で子どもを見守り安心して子育てできるまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

助成件数（年間延べ件数）

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

特定不妊治療費に要する治療費及び交通費の一部を助成する

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

不妊治療に一定の効果があり、少子化対策への期待をするとともに、妊娠を希望する夫妻の経済
的な負担を軽減するもの

３　事務事業の現状

事業費　（＝下記内訳計）

H27予算 H27決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

H28予算

1,500 2,141 1,500

国道支出金

地方債

職員人件費　（＝人員（人工）×8,081千円） 1,374 1,374 1,374

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 2,874 3,515 2,874

一般財源 1,500 1

人員（人工） 0.17 0.17 0.17

内

訳 その他 2,140 1,500

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 410 351

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など
北海道特定不妊治療費助成事業実施要綱による助成決定を受けた方について、市の交付要綱に
基づき助成している。今後の北海道の助成内容に合わせて検討していく。

今後の動向・市民ニーズなど
北海道特定不妊治療費助成事業実施要綱による助成決定を受けた方について、市の交付要綱に
基づき助成している。今後の北海道の助成内容に合わせて検討していく。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

北海道特定不妊治療費助成事業実施要綱による助成決定を受けた方について、市の交付要綱に
基づき助成している。今後の北海道の助成内容に合わせて検討していく。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

北海道特定不妊治療費助成事業実施要綱による助成決定を受けた方について、市の交付要綱に
基づき助成している。今後の北海道の助成内容に合わせて検討していく。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

平成２６年度では、申請者７件のうち５名が妊娠されており、一定の成果に結びついている。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

根室市近郊では、不妊治療を専門とした医療機関がない

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月 平成28年8月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある



1-3

H27 H28 H29 H30 H31

1 18件 19件 50件 50件

2

3

4

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成27年度】

主管課名（担当名） 保健課（健康推進担当）

事務事業名 大人の風しん予防接種助成事業 事業番号 12489

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

市民

対象者の今後の予想 横ばい

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 子育て支援の充実

施策目標 地域で子どもを見守り安心して子育てできるまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

予防接種助成件数

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

根室市に住民登録があり、妊娠を希望する19歳以上49歳以下の女性及び妊婦の夫を対象
自己負担2,000円で接種

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

風しんは、妊婦が妊娠初期から中期に感染すると流産や死産の原因となるほか、胎児が先天性心
疾患・白内障・難聴など「先天性風しん症候群」を予防するため

３　事務事業の現状

事業費　（＝下記内訳計）

H27予算 H27決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

H28予算

386 199 380

国道支出金

地方債

職員人件費　（＝人員（人工）×8,081千円） 646 646 646

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 1,032 845 1,026

一般財源 386 199 380

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

内

訳 その他

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 57 44

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など
Ｈ24～Ｈ25にかけ、風しんが全国的に流行した経過があり、今後大流行する可能性もある。対象者
が妊娠を希望する女性または妊婦の夫に限定されていることから、接種率は高くないが、引き続き
効果的な市民周知を図っていきたい。

今後の動向・市民ニーズなど
風しんは、妊婦が妊娠初期から中期に感染すると流産や死産の原因となるほか、胎児が先天性心
疾患・白内障・難聴など「先天性風しん症候群」を予防するため

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

Ｈ24～Ｈ25にかけ、風しんが全国的に流行した経過があり、今後大流行する可能性もある。対象者
が妊娠を希望する女性または妊婦の夫に限定されていることから、接種率は高くないが、引き続き
効果的な市民周知を図っていきたい。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

風しんは、妊婦が妊娠初期から中期に感染すると流産や死産の原因となるほか、胎児が先天性心
疾患・白内障・難聴など「先天性風しん症候群」を予防し、回避することができる

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

根室市ほか、１３市（Ｈ25時点）で助成している。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月 平成28年8月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

現在のところ事業の統合はないが、結核予防及び各種予防接種経費に統合することは可能であ
る。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

定期接種ではないため、一部自己負担がある。



1-3

H27 H28 H29 H30 H31

1 193件 193件 200件 200件

2

3

4

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成27年度】

主管課名（担当名） 保健課（健康推進担当）

事務事業名 出産支援事業 事業番号 12539

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

市民

対象者の今後の予想 横ばい

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 子育て支援の充実

施策目標 地域で子どもを見守り安心して子育てできるまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

出産支援助成件数

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

従来の分娩交通費補助金を拡充し、一律３万円を助成する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

市立病院分娩休止による経済的負担の軽減を図る

３　事務事業の現状

事業費　（＝下記内訳計）

H27予算 H27決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

H28予算

5,940 5,531 5,910

国道支出金

地方債

職員人件費　（＝人員（人工）×8,081千円） 646 646 646

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 6,586 6,177 6,556

一般財源 5,940 1

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

内

訳 その他 5,530 5,910

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 34 32

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　■見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など
平成27年4月より、従来の制度では釧根管内で分娩入院する際の交通費の助成であったが、里帰り
出産や交通費・宿泊費などの用途に制限せず、出産に伴う経済的な負担を軽減するため、一律３万
円とした。

今後の動向・市民ニーズなど
市内での分娩休止状態が続いており、市外での出産を余儀なくされていることから妊娠を希望する
家庭の経済的な負担軽減を図ることができる。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

平成27年4月より、従来の制度を拡充したばかりであることから、見直しを考えていない

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

市内での分娩休止状態が続いており、市外での出産を余儀なくされていることから妊娠を希望する
家庭の経済的な負担軽減を図ることを目的にしたものである。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

市内での分娩休止状態が続いており、市外での出産を余儀なくされていることから妊娠を希望する
家庭の経済的な負担軽減に結び付いていると考えられる。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

市立病院分娩休止による経済的負担の軽減であることから、市以外が取り組むべきものではない

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月 平成28年8月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

市立病院分娩休止による助成制度であることから、他の事業とは統合できるものではない。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

市立病院分娩休止による助成制度であることから、受益者負担となるものではない



1-3

H27 H28 H29 H30 H31

1 3件 3件 3件 3件

2

3

4

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成27年度】

主管課名（担当名） 保健課（健康推進担当）

事務事業名 不育症治療費等助成事業 事業番号 12540

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

市民

対象者の今後の予想 横ばい

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 子育て支援の充実

施策目標 地域で子どもを見守り安心して子育てできるまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

不育症治療費助成件数（年間延べ件
数）

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

不育症治療に係る治療費及び交通費の一部を助成するもの

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

治療に要する費用等を助成し、経済的な負担を軽減することにより、安心して産み育てられる環境
が作れる。

３　事務事業の現状

事業費　（＝下記内訳計）

H27予算 H27決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

H28予算

1,050 207 1,050

国道支出金

地方債

職員人件費　（＝人員（人工）×8,081千円） 646 646 646

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 1,696 853 1,696

一般財源 1,050

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

内

訳 その他 207 1,050

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 565 284

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など 平成27年4月より開始した制度であり、市民への周知を引き続き図りたい。

今後の動向・市民ニーズなど
根室市近郊では、不育治療を専門とする医療機関が無く、道央圏に医療機関が集中していることか
ら、治療費のみならず、交通費、宿泊費の負担が大きいことから、不妊治療同様、不育症治療にお
いても助成制度は必要である。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

平成27年4月より、制度を開始したばかりであることから、見直しを考えていない

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

根室市近郊では、不育治療を専門とする医療機関が無く、道央圏に医療機関が集中しており、ま
た、制度が開始されたばかりということもあり、今後の動向に注視したい

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

根室市近郊では、不育治療を専門とする医療機関が無く、道央圏に医療機関が集中していることか
ら、治療費のみならず、交通費、宿泊費の負担が大きい。申請件数は少ないが治療を受けられてい
る方もおり、助成制度が開始されたばかりではあるが、効果的な利用に結び付いていると考える。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

根室市近郊では、不育治療を専門とする医療機関が無く、道央圏に医療機関が集中しており、ま
た、申請件数も制度が開始されたばかりということもあり、件数的には少なく、営利を目的としたもの
ではないため不可能である。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月 平成28年8月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

平成27年4月より、制度を開始したばかりであることから、統合は考えていない

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

根室市近郊では、不育治療を専門とする医療機関が無く、道央圏に医療機関が集中していることか
ら、経済的な負担を軽減するため開始した助成制度であり、受益者負担を要求するものではない



1-3

H27 H28 H29 H30 H31

1 5,496件 5,496件 5,500件 5,500件

2 934件 934件 940件 940件

3

4

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成27年度】

主管課名（担当名） こども子育て課（こども子育て担当）

事務事業名 ひとり親家庭等医療給付経費 事業番号 83

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

ひとり親家庭等の児童・保護者

対象者の今後の予想 同程度

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 子育て支援の充実

施策目標 地域で子どもを見守り安心して子育てができるまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

医療費助成件数

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

ひとり親家庭等の医療機関等の自己負担助成のほか、３歳未満の児童及び市民税非課税世帯の
初診時一部負担金の免除を実施。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

医療給付事業を通じ、ひとり親家庭等の経済的自立を支援し、健康増進及び福祉の増進を図る。

３　事務事業の現状

初診時一部負担金免除件数

事業費　（＝下記内訳計）

H27予算 H27決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

その他 1,554 2,633 2,321

H28予算

20,044 18,137 19,980

国道支出金 9,006 7,719 8,583

地方債

職員人件費　（＝人員（人工）×8,081千円） 2,424 2,424 2,424

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 22,468 20,561 22,404

一般財源 9,484 7,785 9,076

人員（人工） 0.30 0.30 0.30

内

訳

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 4 3

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 24 22



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など
　平成２７年度より、３歳未満児及び市民税非課税世帯の初診時一部負担金の免除を実施してお
り、今後は支援拡充等の検討を視野に入れた事業推進が必要。

今後の動向・市民ニーズなど
　ひとり親家庭は経済的に厳しい状況に置かれている場合が多く、継続支援のニーズは高いものと
考えられる。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

■ある　　□一部ある　　□ない

　国等の動向に配慮し、事業の継続過程において、支援の向上に向けた見直しを検討。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　現時点においては、ないものと思われる。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

　保護者の経済的支援に結びついていることから、経済的自立や健康増進の面からも有効と思わ
れる。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

　財源確保ができないため、困難と思われる。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
■見直しのうえで継続　（■拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月 平成28年8月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

■ある　　□一部ある　　□ない

　障がい者への医療助成事業と同一根拠で実施済み。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

　経済的な負担軽減が主な目的であることから、ないものと思われる。



1-3

H27 H28 H29 H30 H31

1 82世帯 82世帯 60世帯 60世帯

2 92人 92人 69人 69人

3

4

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成27年度】

主管課名（担当名） こども子育て課（こども子育て担当）

事務事業名 保育所保育料無料事業 事業番号 －

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

保育所入所児童の保護者

対象者の今後の予想 少子化による減

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 子育て支援の充実

施策目標 地域で子どもを見守り安心して子育てができるまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

保育料無料化の対象世帯

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

２２歳未満の未就労児童が３人以上いる世帯の保育所保育料について、３子目以降を無料とする。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

多子世帯の経済的不安を解消し、安心して子育てができる環境を推進する。

３　事務事業の現状

保育料無料化の対象児童数

事業費　（＝下記内訳計）

H27予算 H27決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

その他 19,791 14,828

H28予算

13,212 19,791 14,828

国道支出金

地方債

職員人件費　（＝人員（人工）×8,081千円） 1,051 1,051 1,051

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 14,263 20,842 15,879

一般財源 13,212

人員（人工） 0.13 0.13 0.13

内

訳

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 173 254

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 155 226



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など
　子育て支援サービスの充実のため、平成２７年度より事業を開始したものであり、今後の推移を見
据え、事業を継続する。

今後の動向・市民ニーズなど
　多子世帯は、子育てに係る費用負担が家計に及ぼす影響が大きいため、経済的負担軽減のニー
ズは高いものと考えられ、継続した支援が必要と思われる。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　現状維持とするが、継続過程において、国等の施策を踏まえながら進めていく。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　現時点においては、ないものと思われる。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

　多子世帯の負担軽減に結びついており、経済的支援について有効性が高いと思われる。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

　財源確保ができないため、困難と思われる。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月 平成28年8月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　他の事業との統合はないものと思われる。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

　経済的な負担軽減が主な目的であることから、ないものと思われる。



1-3

H27 H28 H29 H30 H31

1 25世帯 25世帯 6世帯 6世帯

2 25人 25人 6人 6人

3

4

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成27年度】

主管課名（担当名） こども子育て課（こども子育て担当）

事務事業名 幼稚園就園奨励経費（保育料無料化） 事業番号 164

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

幼稚園入園児童の保護者

対象者の今後の予想 少子化による減

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 子育て支援の充実

施策目標 地域で子どもを見守り安心して子育てができるまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

保育料等無料化の対象世帯

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

２２歳未満の未就労児童が３人以上いる世帯の私立幼稚園の入園料及び保育料について、３子目
以降を無料とする。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

多子世帯の経済的不安を解消し、安心して子育てができる環境を推進する。

３　事務事業の現状

保育料等無料化の対象児童数

事業費　（＝下記内訳計）

H27予算 H27決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

その他 2,759 643

H28予算

845 2,759 643

国道支出金

地方債

職員人件費　（＝人員（人工）×8,081千円） 646 646 646

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 1,491 3,405 1,289

一般財源 845

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

内

訳

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 59 136

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 59 136



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など
　子育て支援サービスの充実のため、平成２７年度より事業を開始したものであり、今後の推移を見
据え事業を継続する。

今後の動向・市民ニーズなど
　多子世帯は、子育てに係る費用負担が家計に及ぼす影響が大きいため、経済的負担軽減のニー
ズは高いものと考えられ、継続した支援が必要と思われる。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　現状維持とするが、継続過程において、国等の施策を踏まえながら進めていく。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　現時点においては、ないものと思われる。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

　多子世帯の負担軽減に結びついており、経済的支援について有効性が高いと思われる。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

　財源確保ができないため、困難と思われる。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月 平成28年8月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　他の事業との統合はないものと思われる。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

　経済的な負担軽減が主な目的であることから、ないものと思われる。



1-3

H27 H28 H29 H30 H31

1 21件 21件 20件 20件

2 　 　 　

3

4

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成27年度】

主管課名（担当名） こども子育て課（こども子育て担当）

事務事業名 ひとり親生活支援事業 事業番号 12529

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

ひとり家庭等の３歳未満児童がいる保護者

対象者の今後の予想 同程度

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 子育て支援の充実

施策目標 地域で子どもを見守り安心して子育てができるまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

育児用品給付券支給件数

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

満３歳までの乳幼児がおり、児童扶養手当の支給対象となっているひとり親等に対し、育児用品給
付券を支給する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

ひとり親家庭等の経済的負担を軽減し、児童虐待（育児放棄）の未然防止を図る。

３　事務事業の現状

　

事業費　（＝下記内訳計）

H27予算 H27決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

その他 672 984 1,152

H28予算

672 984 1,152

国道支出金

地方債

職員人件費　（＝人員（人工）×8,081千円） 1,051 1,051 1,051

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 1,723 2,035 2,203

一般財源

人員（人工） 0.13 0.13 0.13

内

訳

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 82 96

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 　



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など
　ひとり親等家庭支援のため平成２７年度より事業を開始したものであり、今後の経過を見据え事業
を継続する。

今後の動向・市民ニーズなど
　乳幼児の子どもを持つひとり親は、若年で収入が不安定な場合が多く、経済的負担軽減による継
続支援のニーズは高いものと考えられる。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　現状維持とするが、継続過程において、国等の動向に配慮しながら進めていく。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　現時点においては、ないものと思われる。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

　ひとり親世帯等の経済的支援に結びついており、生活困窮による児童虐待防止の面からも有効性
が高いと思われる。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

　財源確保ができないため、困難と思われる。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月 平成28年8月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　他の事業との統合はないものと思われる。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

　経済的な負担軽減が主な目的であることから、ないものと思われる。



1-3

H27 H28 H29 H30 H31

1 130世帯 130世帯 130世帯 130世帯

2 145人 145人 145人 145人

3

4

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成27年度】

主管課名（担当名） 教育総務課（学校教育担当）

事務事業名（事業番号） 学校給食運営経費（給食費無料化） 事業番号 195

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

児童生徒、保護者

対象者の今後の予想 同程度

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 子育て支援の充実

施策目標 地域で子どもを見守り安心して子育てができるまち

目標値
（H32）

目標値
（H37）

小中学校給食費無料化の対象世帯

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

　２２歳以下の子どもが３人以上いる世帯に対して、３人目以降の学校給食費を無料化するための
補助金を根室市学校給食協会へ交付する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

児童・生徒が安定した学校生活を送る環境をつくるため、保護者の負担軽減を図る

３　事務事業の現状

小中学校給食費無料化の対象児童
数

事業費　（＝下記内訳計）

H27予算 H27決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

その他

H28予算

11,055 7,287 8,167

国道支出金

地方債

職員人件費　（＝人員（人工）×8,081千円） 646 646 646

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 11,701 7,933 8,813

一般財源 11,055 7,287 8,167

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

内

訳

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 90 61

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 80 54



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど 多子世帯にとって、学校給食費は相当な負担となるため、かなりのニーズがある。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

適切に運用されている。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

全額給食費に充てられている。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

多子世帯の経済的負担の軽減に結びついている。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

扶助費については、市が政策的に実施すべき事業である。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 平成28年8月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

統合できる事業は見当たらない

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

保護者負担の軽減のために実施していることから、負担を求めることは主旨にそぐわない。


